
貸 借 対 照 表 
〔2023 年３月 31 日現在〕 

 

(単位：千円)  

科  目 金  額 科  目 金  額 

＜資産の部＞ 
 

＜負債の部＞ 
 

流動資産 1,425,288 流動負債 1,226,822 

現金及び預金 1,183,978 営業未払金 277,079 

営業未収入金 196,861 １年内返済予定の⾧期借入金 850,000 

商品 16,265 未払金 6,000 

前払費用 5,044 未払法人税等 25,092 

未収還付消費税等 18,247 前受金 32,496 

その他 4,892 賞与引当金 22,342 
  

その他 13,812 
    

固定資産 6,923,637 固定負債 2,458,202 

有形固定資産 2,331,144 ⾧期借入金 2,333,528 

建物 1,913,205 受入敷金保証金 34,098 

構築物 92,802 退職給付引当金 90,576 

機械装置 41,531 
  

車輌運搬具 21,796 負 債 合 計 3,685,025 

工具器具備品 78,602 
  

建設仮勘定 183,205 ＜純資産の部＞ 
 

  
株主資本 4,663,901 

無形固定資産 4,585,083 資本金 8,277,000 

公共施設等運営権 3,334,642 利益剰余金 △ 3,613,098 

公共施設等運営権更新投資 1,246,857 その他利益剰余金 △ 3,613,098 

商標権 1,276 繰越利益剰余金 △ 3,613,098 

ソフトウエア 1,955 
  

その他 351 純 資 産 合 計 4,663,901 
    

投資その他の資産 7,410 
  

⾧期前払費用 7,245 
  

その他 164 
  

    

    

資 産 合 計 8,348,926 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,348,926 

 



 

損 益 計 算 書 
2022 年４月 １日 

2023 年３月 31 日 

 

(単位：千円) 

科  目 金  額 

売 上 高 1,418,847 

売 上 原 価 1,483,647 

売 上 総 損 失 64,799 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 677,262 

営 業 損 失 742,062 

営 業 外 収 益 78,079 

受 取 利 息 11 

そ の 他 78,067 

営 業 外 費 用 16,207 

支 払 利 息 7,829 

支 払 保 証 料 6,000 

そ の 他 2,377 

経 常 損 失 680,191 

税 引 前 当 期 純 損 失 680,191 

法人税、住民税及び事業税 4,401 

当 期 純 損 失 684,592 

  



株主資本等変動計算書 
2022 年４月 １日 

2023 年３月 31 日 

 

                                                 

                                                            (単位：千円) 

   株主資本 

純資産 

合計 

   

資本金 

利益剰余金 

株主資本 

合計 

   
その他 

利益剰余金 利益剰余金 

合計 
   

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 8,277,000 △ 2,928,506 △ 2,928,506 5,348,493 5,348,493 

当期変動額           

 当期純利益 
 

△ 684,592 △ 684,592 △ 684,592 △ 684,592 

当期変動額合計 ー △ 684,592 △ 684,592 △ 684,592 △ 684,592 

当期末残高 8,277,000 △ 3,613,098 △ 3,613,098 4,663,901 4,663,901 

 

  



個 別 注 記 表 

1. 記載金額は千円未満を切り捨てで表示しております。 

 

2. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準および評価方法 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商品 ・・・ 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法によって算出） 

貯蔵品 ・・・ 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法によって算出） 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 ・・・ 定額法を採用しております。 

無形固定資産 ・・・ 定額法を採用しております。なお、ソフトウェア（自社利用分）につ

いては、社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法によって

おります。 

⾧期前払費用 ・・・ 定額法を採用しております。 

 

(3) 引当金の計上基準 

賞与引当金 ・・・ 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、

当事業年度に負担する額を計上しております。 

退職給付引当金 ・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しております。 

 

(4) 重要な収益及び費用の計上基準 

    当社の顧客から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び履行義務を充足する通常の時点（収益 

      を認識する通常の時点）は以下の通りであります。 

 

(ア) 施設管理運営事業 

 主に旅客ターミナルビル等の管理運営、不動産賃貸等の事業を行っております。 

家賃収入は、保有する空港ビル施設等を賃貸しており、賃貸借取引については「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第 13 号 2007 年 3 月 30 日。以下「リース会計基準」という。）等に従

い収益を認識しております。 

施設利用収入は、主にラウンジ利用サービスを提供する義務を負っております。当該履行義務は顧

客がラウンジを利用することで充足され、履行義務の充足をもって収益を認識しております。 

 広告収入は、主に広告盤面の掲載等の役務を提供する義務を負っております。当該履行義務はその

役務の完了をもって充足されるものであり、履行義務が一時点で充足される場合にはサービス提供完

了時点において、一定期間にわたり充足される場合にはサービス提供期間に渡り定額で収益を認識し

ております。 

 

(イ) 物販事業 



 主に直営店舗での商品販売を行っております。 

商品売上については、顧客に対して商品を引き渡す義務を負っております。当該履行義務は商品を

顧客に引き渡すことで充足されると判断しており、当該商品の引渡時点において収益を認識しており

ます。また、顧客への商品の販売と同時に取引先より商品を仕入れる消化仕入れについては、当社の

役割が代理人としての性質が強いと判断されるため、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控

除した純額で収益を認識しております。 

 

(ウ) 駐車場事業 

 駐車場の運営を行い、顧客に対して駐車サービスを提供する義務を負っております。当該履行義務

は顧客が駐車場を利用することで充足されるものであり、履行義務が一時点で充足される場合にはサ

ービス提供完了時点において、一定期間にわたり充足される場合にはサービス提供期間にわたり定額

で収益を認識しております。 

  

(エ) 空港運営事業 

空港運営事業の主な収入は、着陸料収入であります。 

着陸料収入は、顧客に対して航空機の発着時に必要な施設利用に関するサービスを提供する義務を

負っております。当該履行義務は航空機が発着した時点において充足されるものと判断し、その時点

において収益を認識しております。 

 

 

3. 会計上の見積りに関する注記 

有形及び無形固定資産の減損 

 (1) 当年度の計算書類に計上した金額 

減損損失 ―千円、有形固定資産 2,331,144 千円、無形固定資産 4,585,083 千円 

   (2) その他の情報 

① 算出方法 

  資産に減損の兆候が存在する場合には、当該資産の将来キャッシュ・フローに基づき、減損 

 の要否の判定を実施しております。減損の要否に係る判定単位であるキャッシュ・フロー生成 

 単位については、他の資産又は資産グループのキャッシュ・インフローから概ね独立したキャ 

 ッシュ・インフローを生成させるものとして識別される資産グループを最小単位としておりま 

 す。 

 

② 主要な仮定 

  将来キャッシュ・フローの算出において用いた主要な仮定は、当社の運営する高松空港の航空 

 旅客数及び航空旅客一人当たりの商業売上金額であります。当該主要な仮定は、当社の事業計画 

 に対して、新型コロナウイルス感染症の影響による航空旅客数の減少等を考慮して作成して 

 おります。 

    

③ 翌年度の計算書類に与える影響 

      主要な仮定である航空旅客数及び航空旅客一人当たりの商業売上金額は、不確実性が高く、翌 

     年度以降の旅客数及び一人当たりの商業売上金額が、当期の想定よりも下回った場合、有形及び 

     無形固定資産の減損損失が発生する可能性があります。 



 

4. 貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額  2,001,814 千円 

(2) 関係会社に対する金銭債権・金銭債務 

短期金銭債権 285 千円 

短期金銭債務 6,642 千円 

 

5. 損益計算書に関する注記 

関係会社との取引 

営業取引による取引高  

 売上高 3,174 千円 

 売上原価 9,399 千円 

 販売費及び一般管理費 35,929 千円 

営業取引以外の取引による取引高 6,259 千円 

  

6. 株主資本等変動計算書に関する注記 

発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  
当期首株式数

（株） 

当期増加株式数

（株） 

当期減少株式数

（株） 

当期末株式数

（株） 

発行済株式         

普通株式 8,277 ー ー 8,277 

合 計 8,277 ー ー 8,277 

 
7. 税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産の発生の主な原因は、税務上の繰越欠損金でありますが、将来の課税所得の見込みを考慮 

 した結果、回収不能と判断して全額評価性引当額を認識しております。 
 

8. 金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 
  当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については主に銀行借入による方 

  針です。 

  1 年内返済予定の⾧期借入金及び⾧期借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的とした 
 ものであり、支払利息の金利は固定です。 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

  2023 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで 
   あります。なお、現金及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額にほぼ等しいことから、 

   注記を省略しております。 
（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 

（＊１） 

時価 

（＊１） 
差額 

１年内返済予定の 

⾧期借入金 
(850,000) (843,657) △6,342 

⾧期借入金 (2,333,528) (2,243,942) △89,585 



 
 （＊１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 
 （注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

   (1) １年内返済予定の⾧期借入金 
   １年内返済予定の⾧期借入金の時価は、元利金の合計額を、当該債務の残存期間及び信用リスク 
 を加味した、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率を基に、割引現在価値法により算定し 
 ております。  

   (2) ⾧期借入金 
   ⾧期借入金の時価は、元利金の合計額を、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した、新 
 規に同様の借入を行った場合に想定される利率を基に、割引現在価値法により算定しております。 

 

9. 賃貸等不動産に関する注記 

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項 

  当社は、香川県高松市において、賃貸用の旅客ターミナルビル、貨物ターミナルビル等を所有して 

 おります。 

(2)賃貸等不動産の時価等に関する事項 

（単位：千円） 

貸借対照表計上額 時価 

    1,913,205 1,913,606 

（注 1）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

（注２）当事業年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づいて、時点修正 

     等合理的な調整を行って算定したものです。 

 

10. 関連当事者に関する注記 

属性 
会社等の 

名称 

議決権の所有

(被所有)割合 

関連当事者 

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

親会社 

 

三菱地所

株式会社 

 

（被所有） 

73％ 

当 社 銀 行 借

入 金 に 対 す

る 被 債 務 保

証 

被 債 務 保 証

（注 1） 
1,500,000 ― ― 

保証料の支払

（注 2） 
6,000 未払金 6,000 

（注1） 当社の金融機関からの借入金の一部に対して債務保証を受けております。この借入金は事業資金、
運転資金及び設備更新に必要な資金の調達を目的としたものであります。取引金額には、被保証債
務の当該事業年度期末残高を記載しております。 

（注2） 保証料については、市場相場を勘案して一般の取引条件と同様に決定しております。 
11. 1 株当たり情報に関する注記 

(1) 1 株当たり純資産額     563,477 円 23 銭 

(2) 1 株当たり当期純損失     82,710 円 26 銭 

 

12. その他の注記（公共施設等運営事業に関する注記） 

(1) 当社が実施する公共施設等運営権の概要 

① 事業名称 高松空港特定運営事業等 

② 事業の対象となる公共施設等の名称及び種類 

（名称）高松空港 



 所在地 香川県高松市香南町岡 1312 番地 7 

（種類）空港基本施設及び空港航空保安施設、空港機能施設等 

③ 運営権対価の支出方法 

運営権取得時に全額を支払っております。 

④ 運営権設定期間 

2017 年 10 月１日～2032 年 9 月 30 日 

⑤ 残存する運営権設定期間 

2023 年 ４月 1 日～2032 年 9 月 30 日 

 

(2) 公共施設等運営権の減価償却の方法 

「2.重要な会計方針に係る事項に関する注記 (2)固定資産の減価償却の方法 無形固定資産」に記載の通

りであります。 

 

(3) 更新投資に係る事項 

① 主な更新投資の内容及び投資を予定している時期 

主な更新投資の内容 予定時期 

灯火設備 2024 年 3 月期～2026 年 3 月期 

② 更新投資に係る資産の計上方法 

      更新投資を実施した際に、当該更新投資のうち資本的支出に該当する部分に関する支出額を、 

     資産として計上しております。 

③ 更新投資に係る資産の減価償却の方法 

「2.重要な会計方針に係る事項に関する注記 (2)固定資産の減価償却の方法 無形固定資産」 

     に記載の通りであります。 

④ 翌事業年度以降に実施すると見込まれる更新投資のうち、資本的支出に該当する部分の内容及 

   びその金額 

主な更新投資の内容 予定金額 

灯火設備 871,000 千円 

 

 


